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日置市文化施設 指定管理者の業務仕様書（公募型） 

 

 本書は、「日置市文化施設指定管理者募集要項（公募型）」と一体のも

のであり、日置市伊集院文化会館及び日置市東市来文化交流センター（以

下「文化施設」という。）の管理運営業務を指定管理者が行うに当たり、

日置市（以下「市」という。）が指定管理者に要求する管理運営の業務内

容及び基準等を示すものである。 

 

  第１ 基本方針等 

 

１ 設置目的  

  市民の芸術文化及び教養の向上を図り、もって地域の振興に資するた

め、文化施設を設置する。 

 

２ 管理運営に関する基本的事項  

  指定管理者制度は、従来の公の施設の管理委託制度とは異なり、指定

管理者が施設の管理権限と責任を有し、施設の管理を代行する制度であ

る。指定管理者は、施設の適正な管理を確保しつつ、住民サービスの質

の向上を図っていく必要がある。 

  指定管理者は、文化施設を管理運営するに当たっては、次の各項目に

留意して円滑に実施する。 

  なお、市は施設の設置者として、必要に応じて指定管理者に対して指

示等を行う。 

 (1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）、日置市文化施設条例（平成17

年日置市条例第91号。以下「条例」という。）及びその他関連法令の

内容を十分に理解し、法令の規定に基づいた運営を行うこと。  

 (2) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「保護法」

という。）及び日置市個人情報保護法施行条例（令和５年日置市条例

第１号。以下「保護法施行条例」という。）の規定に基づき、保有個

人情報の保護を徹底すること。 

 (3) 公の施設であることを常に念頭において、公平な管理運営を行うこ

ととし、特定の団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。  

 (4) 事業計画書等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適正
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な管理運営を行うとともに、管理運営費の削減に努めること。  

 (5) 利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていく

こと。 

 (6) 市の推進する脱炭素政策に関し、可能な限り温室効果ガスの排出量

削減等の措置を講じるとともに、施設のエネルギー使用量について正

確に把握し、市の指示に従い報告すること。また、廃棄物の発生を抑

制し、環境に配慮した管理を行うこと。 

   なお、市内の公共施設においては、エネルギーの地産地消とその費

用の市内での循環、及び市の維持管理経費の縮減を目的として、市内

の新電力会社である「ひおき地域エネルギー」との電力供給契約締結

を推進している（一部施設を除く）。指定期間中においてもこの取組

みを継続すること。 

 (7) 市と密接に連携を図りながら管理運営を行うこと。 

 (8) 管理運営業務の遂行に関し、物品及び役務の調達、修繕等の発注に

あたっては、市内事業者の活用に努めること。 

 

  第２ 指定管理者が行う業務 

 

１ 維持管理及び修繕に関する業務  

  別記１に掲げる施設、設備及び備品の機能と環境を良好に維持し、サ

ービス提供が常に円滑に行われるように、施設及び設備の日常点検、保

守及び法定の環境測定等の保守管理業務を行うこと。 

 (1) 施設保守管理業務 

   文化施設を適切に運営するために、日常的に点検を行い、現状を維

持し、かつ美観を保つこと。 

   また、施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努める

とともに、建築物等の不具合（軽微な場合を除く。）を発見した際に

は、速やかに市に連絡すること。原則として、見積額１件30万円未満

の修繕については、指定管理者の負担とするが、詳細については、別

に定める。 

 (2) 設備機器の保守管理業務 

  ア 設備機器の法定点検及び初期性能、機能保持のため、外観点検、

機能点検、機器動作特性試験及び整備業務等を行うこと。  
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  イ 故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合

は、速やかに修繕を行うこと。原則として、見積額１件30万円未満

の修繕については、指定管理者の負担とするが、詳細については、

別に定める。 

  ウ 設備機器の保守点検業務に要する経費は、指定管理者の負担とす

る。 

 (3) 設備機器の運転操作及び監視業務 

   設備機器の適正な運用を図るために行う監視業務及びこれに関連す

る電力、用水及びガス等の需給状況を把握すること。また、適切な運

転記録をとること。設備機器の稼働に当たっては、環境に配慮した適

正な運転を行うとともにエネルギー経費の削減に努めること。  

 (4) 物品等管理業務 

  ア 市の所有する物品（機器、備品等）について、日置市物品会計規

則（平成17年日置市規則第48号）及び関係例規に基づき適切に管理

すること。 

  イ 利用に支障を来さないよう物品の管理を行うとともに不具合が生

じた物品について、原則として、見積額１件30万円未満の修繕につ

いては、指定管理者が行うこととするが、詳細については、別に定

める。 

  ウ 指定管理者が管理する市の物品について、更新が必要な場合は、

市に報告すること。 

 (5) 清掃業務 

   良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間

を保つために必要な清掃業務を実施すること。 

  ア 日常清掃 

    施設の利用頻度等に応じて清掃を実施し、衛生管理には十分配慮

するとともに、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。  

   また、衛生消耗品類は、常に補充された状態にすること。 

  イ 定期清掃 

    日常清掃では実施しにくい以下に掲げる清掃等を確実に行うため、

指定管理者が施設の利用頻度等に応じた定期清掃を行うこと。  

   (ｱ) 床洗浄ワックス塗布 

   (ｲ) 窓ガラス清掃 
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  ウ 特別清掃 

    日常清掃及び定期清掃のほかに、必要に応じて清掃を実施し、施

設の適切な環境衛生、美観の維持に努めること。 

 (6) 保安警備業務 

  ア 施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用

できる環境を確保した保安警備業務を行うこと。 

  イ 施設においては、部外者の出入状況の確認、不審者の発見及び進

入阻止等を適切に行うこと。 

  ウ 警備日誌を作成すること。 

  エ 巡回業務を行い、異常の有無の確認及び火災予防点検を行うこと。  

  オ 防火管理者を設置すること。 

 (7) その他の業務 

  ア 上記に定めるもののほか、維持管理に必要な業務内容は別記２に

定めるとおりとする。 

  イ 施設の維持管理業務の実施状況を記録した業務日誌等を作成し、

一定期間保管し、市の求めがあったときには閲覧に供すること。  

 (8) 維持管理計画の作成 

   毎年度２月末までに翌年度の施設維持管理計画（点検整備、法令に

基づく測定・検査、調査等）を作成し、市に提出すること。  

   なお、計画に従って実施した点検・評価結果、整備状況及び修繕等

については記録を行い、施設維持管理計画に反映させること。  

 (9) 修繕実施計画の作成 

   毎年度９月末までに翌年度の「修繕実施計画（修繕の内容、理由、

見込額及び実施予定時期などを記載）」を作成し、市に提出すること。  

   なお、本計画の作成に当たっては、翌年度において特に修繕が必要

とされる、見積額１件30万円以上のものとし、提出に当たっては見積

書を添付すること。ただし、提出された修繕内容が必ず実施されるも

のではありません。 

(10) 施設等整備不備による損害賠償 

  ア 施設・設備の維持管理の不備により利用者の財物等に損害を与え

た場合は、原則として指定管理者において賠償すること。  

  イ 施設・設備の維持管理の不備により主催者に対して正常な機能を

提供できなかった場合の損害についても指定管理者において賠償す
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ること。 

 

２ 利用の受付、案内等及び許可に関する業務  

 (1) 開館（利用）時間 

   文化施設の開館（使用）時間は、原則として次のとおりとする。  

   開館時間 午前９時から午後10時まで 

    ただし、指定管理者は、日置市教育委員会（以下「教育委員会」

という。）の承認を受けて開館（利用）時間を変更することができ

る。 

 (2) 休館日 

  ア 月曜日 

  イ 12月28日から翌年の１月４日まで 

    ただし、指定管理者は施設の改修等により必要な場合は、教育委

員会の承認を受けて休館日を設けることができる。 

  ウ 上記に関わらず、教育委員会が必要と認めた場合は、指定管理者

は開館しなければならない。 

 (3) 施設の利用の制限に関する事項 

   施設の利用者が、秩序及び風紀を守らず、他人に迷惑を及ぼし、従

業員の指示に従わない場合には、指定管理者は利用の許可をしないこ

とができる。 

 (4) 利用料金の設定 

  ア 市条例で規定する利用料（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

の範囲内で、教育委員会の承認を得て、施設の利用料金を設定する

こと。 

    なお、指定管理者が利用料金を設定するに当たっては、施設の有

効活用の観点及び収支状況等を踏まえ、適切なものとすること。  

    また、利用料金を変更する場合は、施設の許可申請をした利用者

に対しての説明や、新料金の施行に当たって一定の周知期間を設け

るなど適切な対応を行うこと。 

  イ 利用料金を還付又は減免しようとする場合には、市で定める基準

を参考に、事前にそれぞれの基準を作成し、教育委員会の承認を得

ること。減免に当たっては、指定管理者は不当な差別的取扱いをし

てはならない。 
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 (5) 利用料金の徴収 

  ア 指定管理者は、利用料金及びその他収入を自己の収入として徴収

する。 

  イ 利用料金は原則前納であるが、徴収方法については利用者の利便

性を考慮して指定管理者において定めること。 

 (6) 利用の受付、許可 

  ア 受付・許可等は文化施設で行うこと。 

  イ 利用許可申請書の受付、利用の許可、利用許可書の交付、利用の

取消、利用料金の還付手続等を行うこと。 

  ウ 受付は開館時に行うこと。 

  エ 施設の利用申込は原則として先着順とし、利用の許可に当たって

は、平等な利用を確保すること。 

  オ 利用申請書等の書類は、指定管理者において作成すること。  

  カ 施設の利用者に対し必要な助言、指導等を行うこと。 

 (7) 施設の案内 

  ア 施設利用の手引きを作成するなど、利用者が行う諸届出について

必要な助言を行うこと。 

  イ 電話での問い合わせや施設見学等について、適切な対応を行うこ

と。 

  ウ 施設の利用等について、利用者、住民等から苦情があった場合は、

適切な対応をすること。また、その内容を市へ報告すること。  

 (8) 附属設備、備品の準備及び使用方法と注意事項の説明 

   利用者の申請に基づき、必要な備品や設備が円滑に利用できるよう

指導、助言等の支援を行うこと。 

 (9) 緊急時の対応 

  ア 災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び必要な通報等

についての対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応す

ること。 

  イ 施設の利用者、来館者等の急な病気、けが等に対応できるよう、

近隣の医療機関等と連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。  

 

３ 利用の促進に関する業務  

 (1) 文化芸術鑑賞事業の企画及び実施 



- 7 - 

   指定管理者は、文化施設の設置目的を果たすため、教育委員会との

協議に基づき、事業を企画し、鑑賞の機会を提供すること。  

   また、教育委員会と協議の上、１年間で伊集院文化会館と東市来文

化交流センター両館合わせて事業総額概ね 1,000万円の自主文化事業

を実施すること。ただし、自主文化事業の回数は、問わないものとす

る。 

 (2) 文化芸術活動支援業務 

   住民自ら行う表現活動や創作活動の発表できる場を条例で定める利

用許可の範囲内で提供すること。 

 (3) 広報業務 

   施設のＰＲ及び情報提供のために、以下の例を参考に、必要な媒体

の作成、配布等を行うこと。 

  ア 施設案内ホームページの作成及び更新 

  イ 施設案内パンフレットの作成・配布 

  ウ 必要に応じて、情報誌等を作成・配布 

  エ 施設の事業報告又は事業概要等、施設の業務等を紹介する資料の

作成・配布又はホームページでの公開 

  オ 文化イベントや文化芸術活動に関する情報の収集及び提供  

 

４ 管理運営業務  

 (1) 施設の利用規程の作成 

   文化施設の利用規程その他管理に関する規程を定め、市に報告する

こと。 

 (2) 組織及び人員配置 

  ア 配置人員等 

   (ｱ) 施設の利用に関する受付（利用料金の収納、問い合わせ、利用

予約受付等）、客室業務、厨房業務及び施設設備管理業務に従事

するために必要な業務執行体制を確保すること。 

   (ｲ) 労働基準法等を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形

態にあった適正な人数の職員を配置すること。 

   (ｳ) 支配人相当職を１名配置すること。 

   (ｴ) 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮す

るとともに、利用者の要望に応えられるものにすること。  
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   (ｵ) 施設の管理運営に当たり、法令等により資格を必要とする業務

の場合には、各有資格者を選任すること。 

  イ 研修等 

    職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管

理運営に必要な知識と技術の習得に努めること。 

  ウ 緊急時等の対応 

   (ｱ) 自然災害、人為災害及び事故等あらゆる緊急事態、不測の事態

には、遅滞なく適切な措置を講じた上で、市をはじめ関係機関に

通報を行うこと。 

   (ｲ) 火災時における避難誘導訓練等の緊急対策及び防犯・防災対策

について、マニュアルを作成し、訓練を行うこと。また、消防署

等から指摘があった場合は、直ちに措置を講ずること。  

 (3) 事業計画書及び収支計画書の作成 

   毎年度２月末までに、次年度の事業計画書及び収支計画書を作成し、

教育委員会に提出すること。また、作成に当たっては、市と調整を図

った上で作成すること。 

 (4) 事業報告書等の作成 

  ア 事業報告書（年次） 

    毎年度終了後30日以内に事業報告書を教育委員会に提出すること。

ただし、年度の途中において、日置市公の施設に係る指定管理者の

指定手続等に関する条例第７条の規定により指定を取り消されたと

きは、当該指定を取り消された日後30日以内に、当該年度の当該指

定を取り消された日までの間の事業報告書を提出すること。事業報

告書の主な内容は次のとおりである。詳細については、市が指定管

理者と締結する協定で定める。 

   (ｱ) 本業務の実施状況に関する事項 

   (ｲ) 施設の利用状況に関する事項 

   (ｳ) 料金収入の実績及び管理経費等の収支状況等 

   (ｴ) 自主事業の実施状況に関する事項 

   (ｵ) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

  イ 業務報告（毎月） 

    毎月報告書を作成し、翌月10日までに教育委員会に提出すること。

報告書の詳細は市が指定管理者と締結する協定で定める。  
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    なお、必要に応じて報告を求める場合もある。 

 (5) 事業評価事務 

   管理業務の水準の確保及びサービス向上の観点から、利用者アンケ

ートを毎年度行い、利用者等の意見や要望を把握し、管理運営に反映

させるよう努めること。 

 なお、施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を前記の

事業報告書にまとめ、教育委員会に提出すること。 

 (6) 帳簿類等の提出要求 

   監査等に必要があると認める場合、指定管理者は帳簿書類その他の

記録の提出要求に応じること。 

 (7) 関係機関との連絡調整 

   市のほか、関係機関との連絡調整を図ること。 

 (8) 文書の管理・保存 

   指定管理者としての業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、日

置市文書管理規程等に準じて文書規程を定め、適正に管理・保存する

こと。 

   なお、指定期間終了時には、教育委員会の指示に従って引き渡すこ

と。 

 (9) 指定期間終了後の引継ぎ業務 

  ア 指定期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業

務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。 

  イ 指定期間終了後又は指定の取消し等により次期指定管理者へ業務

を引き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ

等を遅滞なく提供するものとする。特に、次期指定管理者の指定期

間に係る利用許可に伴う利用料の引渡し、及び施設の利用予約に関

しては遺漏がないよう十分留意すること。 

 

５ その他管理運営に必要な業務の基準  

 (1) 保有個人情報保護義務 

   文化施設の管理運営を行うに当たって取り扱う保有個人情報の保護

のために、保護法第66条第２項の規定により、保有個人情報の漏えい、

滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要か

つ適切な措置を講じなければならない。保有個人情報の取扱いの具体
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的な内容については、別記３のとおり予定しており、市がそれぞれ指

定管理者と締結する協定で定める。 

 (2) 指定管理者の業務の範囲外（行政財産の目的外使用許可）  

   行政財産を施設の設置目的以外の用途で使用する場合は、指定管理

者の業務の範囲外で、市の許可を得る必要があり、市が、日置市公有

財産管理規則（平成17年日置市規則第51号）の規定に基づく行政財産

の目的外使用許可を行うものとする。 

   ただし、設置が施設の設置目的にかなう業務の範囲に含まれ、市民

サービスの向上に資するものである場合、市と事前に協議の上指定管

理者の業務の範囲内とすることができる。 

 (3) 監査 

   市監査委員等が市の事務を監査するに当たり、必要に応じ指定管理

者に対し、実地に調査し、又は必要な記録の提出を求められる場合が

ある。 

 (4) 指定管理業務期間の前に行う業務 

  ア 協定項目についての市との協議 

  イ 利用料金等の設定 

  ウ 配置する職員等の確保、職員研修 

  エ 業務等に関する各種規程の作成、協議 

  オ 業務引継ぎ（電気、ガス等の名義変更を含む） 

 (5) 保険への加入 

   募集要項、業務仕様書に定める自らのリスクに対し、適切な範囲で

保険等に加入すること。 

 (6) 災害等避難所その他市の優先利用 

   市が災害避難所設置その他業務において本施設を使用する必要があ

るときはこれを最優先し、指定管理者は運営等に協力するものとする。

なお、避難所運営に伴う経費負担及び指定管理者の役割分担等につい

ては必要に応じて都度協議するものとする。 

 (7) 日置市公共施設等総合管理計画における基本方針 

   指定管理業務を行うにあたっては、「日置市公共施設等総合管理計

画」の基本方針に従うこと。 

   また、基本方針に関連し、次に掲げる項目について指定管理者は積

極的に市に対して協力等を行うこととする。 
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  ア 将来の施設の在り方に関する助言・情報提供等 

    施設の老朽化、利用者数、管理運営コスト等の状況を基に、改善、

整理統合等の方向性について検討するに当たり、必要な助言、情報

提供を行うこと。 

  イ ネーミングライツの導入支援 

    市では、新たな財源確保策として、ネーミングライツの導入に取

り組んでいる。当該施設においてネーミングライツを導入する場合

は、対象施設や内容等のアイデア、ノウハウに関し、市の求めに応

じ助言、協力すること。 

 

６ 協定事項  

  協定の締結 

  市は、指定管理者と、業務内容に関する細目的事項、管理の基準に関

する細目的事項等について協議の上、協定を締結する。  

  協定は、指定期間全体の基本的な協定（以下「基本協定」という。）

及び年度ごとの個別の協定（以下「年度協定」という。）とする。協定

の主な項目は次のとおりとする。 

 (1) 基本協定 

  ※この基本協定については、日置市議会への指定管理者の指定に関す

る議案提出前に仮協定として締結することとし、指定手続条例第４

条の規定に基づき告示があったときから効力を生じるものとする。  

   指定期間、指定管理者の業務の範囲、業務内容の変更中止等、指定

管理者の責務、指定管理料、利用料の徴収、保有個人情報等の管理の

取扱い、業務報告及び事業報告に関する事項、指定の取消し及び管理

業務の停止並びに違約金に関する事項、引継ぎに関する事項、一般的

損害に対する損害賠償責任、利用に係る不服申し立てに関する取扱い、

権利義務の譲渡の禁止、危険負担に関する事項、備品等の管理物件に

関する事項、修繕等の費用負担、原状回復義務、帳簿等の整備、管理

規程の制定、重要事項の変更の届出、事故報告、その他必要と認める

事項 

 (2) 年度協定 

   業務の仕様、当該年度の指定管理料の額、その他必要と認める事項  
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  第３ その他 

 

１ 指定管理者の履行責任に関する事項  

 (1) 施設利用者の被災に対する第１次責任を有し、施設又は施設利用者

に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに教育委

員会に報告するものとする。 

 (2) 事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合は、速や

かに教育委員会に報告するものとする。 

 (3) 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項に

ついては、協定で定めることとする。 

 

２ 事業の開始及び継続が困難となった場合の措置  

 (1) 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

  ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の開始及び継続が

困難になった場合は、市は指定の取り消しをすることができるもの

とする。その場合、指定管理者は基本協定に定める違約金を市に支

払うものとする。 

  イ 違約金の額は、業務の開始が困難になった場合にあっては指定期

間の管理運営基準額合計額の10分の１、業務の継続が困難になった

場合にあっては取り消された年度における管理運営基準額の 10分の

１に相当する額とする。 

  ウ イの規定にかかわらず、市に生じた損害額が違約金より大きい場

合は、市は指定管理者に対しその損害の賠償を求める場合がある。  

  エ 業務の引継ぎに当たっては、市又は次期指定管理者が円滑かつ支

障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うも

のとする。 

 (2) 当事者の責めに帰することができない事由による場合 

   不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事

由により、業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否につい

て協議するものとする。 

   一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通

知することにより協定を解除できるものとする。 

   なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務
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を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 

 (3) 指定管理者の指定取消後の対応 

   指定取消後、他の（選定時に決めていた場合は、「第２順位、第３

順位の」）法人等と、指定管理予定候補者としての協定締結について

協議を行うことがある。 

(4) その他 

   上記のほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、協

定で定める。 

 

３ 協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置  

   協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生

じた場合は、市と指定管理者は誠意を持って協議するものとする。  

 

４ リスク分担に対する方針  

  協定締結に当たり、市が想定する主なリスク分担の方針は、以下のと

おりとする。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクに

ついての方針を示したものである。 

  また、規定した事項以外のことが発生するなど疑義が生じた場合は、

双方の協議によるものとする。 

 

 リスク分担表（負担者側に○） 

№ 種 類 リスクの内容 
負 担 者 

市 指定管理者 

１ 管理運営費の上昇 

物価・金利等の変動など市の責め

に帰すことができない要因による

管理運営費の上昇 

 
○ 

※１ 

２ 
施設・設備・機器・

備品等の修繕 

施設・設備・機器・備品等の修繕 

※２ 

○ 

管理上の瑕疵による施設・設備・

機器・備品等の修繕 
○ 

３ 損害賠償 

施設の瑕疵による損害賠償 ○  

管理業務中における故意又は過失

による損害賠償 
 ○ 

４ 
不可抗力による費用

負担 

自然災害（地震・台風等）に起因

する費用負担 
協議事項 

５ 
指定取消等による損

害 

指定の取消又は管理業務の停止な

どにより生じた損害 
 ○ 
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６ 設備機器の保守点検   ○ 

７ 備品等の購入 経年劣化等による更新 
△ 

※３ 

△ 

※４ 

※１ 指定管理業務の継続に重大な影響を及ぼすものは協議事項とする。  

※２ １件当たり30万円以上の修繕については、市と指定管理者が協議を行い、市が

必要と認めるものについては、原則市の費用負担で修繕を行う。ただし、指定管

理者の管理上の瑕疵による損傷の場合は、指定管理者が修繕を行う。また１件と

は合理的な理由による修繕単位を指す。（例：雨漏り修繕と玄関ドア修繕と合わ

せて30万円以上になる場合、合わせて１件ではなく、雨漏り修繕で１件、玄関ド

ア修繕で１件とする。） 

※３  市からの貸与備品等が経年劣化等により使用不能となった場合、双方協議の上、

必要に応じて原則として市が購入又は調達するものとする。ただし、指定管理者

の故意、又は過失により貸与備品等をき損滅失した場合は、指定管理者の負担に

より当該備品等と同等の機能及び価値を有するものを購入、又は調達するものと

する。 

※４ 指定管理者は、サービス向上等を目的に、あらかじめ市と協議の上、自己の負

担により備品等を購入又は、調達できるものとする。その場合、市からの貸与備

品等と明確に区分できるようにするものとする。 

 なお、その備品等について、修繕等が必要な場合、金額によらず、指定管理者

の負担により修繕を実施するものとする。 

※５ 伊集院文化会館については、施設の更新・改修等について今後検討していく予

定であり、指定管理期間中に休館等となる場合がある。その場合、運営維持管理

に要する費用について「リスク分担表」に定めるリスク分担に関わらず、市と指

定管理者で別途協議を行うものとする。 

 

５ 応募書類の開示  

  応募その他提出された書類は開示することがある。 

 

６ 損害賠償  

  管理業務等の実施中に故意又は過失により市又は第三者に対し、損害

を与えたときは、指定管理者の負担でその損害を賠償しなければならな

い。 

  この損害賠償を担保するため、賠償責任保険に加入していない指定管

理者は、保険に加入する必要がある。 

 

７ 職員の雇用  

  地元雇用の確保 

  指定管理者は、文化施設を管理運営するに当たり、人員を雇用する際

は、市内在住者（再就職を希望する職員を含む）の雇用を促進すること

とする。 

  なお、雇用の考え方については、申請書添付書類「日置市文化施設の
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管理運営に関する事業計画書」の５の(1) ア「本施設に従事する職員・

臨時職員等の確保策（継続雇用の考え方を含む）及び雇用スケジュール」

の欄に記入し提案すること。 
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 業務仕様書の添付書類 

 別記１ 日置市伊集院文化会館の施設整備内容 

 

１ 位置図  

 

 

２ 主たる施設及び設備  

 (1) 施設及び設備の表示 

所在地 日置市伊集院町郡1丁目100番地 

主たる施設 

及び付属施設 
種 類 構 造 数 量 適 用 

ホール施設 

 

駐車場施設 

 

催事場 鉄 骨鉄 筋 コ ン

クリート造 

収容人数 

1,208名 

駐 車 場 は 中 央

公民館と併用 

 (2) 設置時期  昭和53年11月１日 

 (3) 施設概要 

  ・延床面積  4,208㎡ 

  ・主要施設  鉄筋コンクリート造り ３階建一部４階 

ホール／収容人員1,208席（移動席158席含む） 

舞台／間口18ｍ、奥行15ｍ、高さ８ｍ 
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  ・建物概要 

室 名 部屋数（室） 備 考 

リハーサル室 １  

楽屋 ４  

練習室 ２  

事務室・館長室 １  

機械室 １  

照明室 １  

音響室 １  

映写室 １  

ロビー・展示室 各１  

トイレ（男女） 各３  

 

３ 備 品  

  市の貸与備品明細書 

 

品名 規格・品質 数量 単位 

片袖机 コトブキ127 ４ 台 

保管庫 コトブキ633ＧＢ   １ 本 

保管庫 コクヨＳ－Ｚ335    ３ 本 

ファイリングキャビネット コクヨＢ4－04   ２ 本 

ロッカー１人用  ２ 本 

応接用テーブル イトーキＬＦＴ-501-13 １ 脚 

行事黒板壁掛け式 コクヨＢＢ－Ｈ36Ｍ １ 板 

レターケース10段 コクヨＬＣ－10 ２ 個 

角テーブル木天板 コクヨＢＴ-12-10 １ 脚 

丸型椅子 楽屋用  31 脚 

ロッカー２人用 コトブキ ２ 本 

平机 コトブキ107 １ 台 

応接椅子 コクヨＣＥ-20Ｄ   ２ 脚 

片袖机 スチールＳＤ－Ｓ5Ｓ １ 台 

折たたみ椅子ひじ付き コクヨＣＦ-Ｍ2３Ｓ   51 脚 

折たたみ椅子パイプ アイチ   36 脚 

折たたみ椅子パイプ コクヨ   40 脚 

移動式黒板キャスター付き コクヨ ３ 板 

ピアノ アップライト椅子付 カワイ １ 台 

表彰盆尺８   １ 個 

片袖机 スチール １ 台 

スライド映写機180ｍ/ｍ クセノンＥＸ-350-Ｂ １ 台 

16ミリ映写機 クセノンＥＸ-9000 ２ 台 

長椅子ロビー コトブキＪＦ103 25 脚 

ガラスケース斜面ケース ＮＩＳＳＮ    ７ 本 

ガラスケースハイケース ＮＩＳＳＮ    ２ 本 

丸テーブル  ７ 脚 

パーティション木目 コクヨ    ９ 個 

案内板移動式 コクヨ ２ 板 

雑誌架３段 コクヨ   １ 本 

雑誌架５段 コクヨ   １ 本 
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平机 コトブキ102 １ 台 

演台 花台２     １ 台 

ピアノ グランド カワイＫＧ－８Ｃ １ 台 

緞帳 西陣綴錦織    １ 枚 

譜面台指揮者用  １ 台 

指揮者台２段  １ 台 

化粧かまち  １ 式 

所作台運搬車  ２ 台 

平台運搬車 1818×1212 ２ 台 

平台運搬車 1818×909 ２ 台 

脚立 Ｈ＝3600 １ 台 

脚立 Ｈ＝2700 １ 台 

脚立 Ｈ＝1800 １ 台 

舞台前階段  ２ 台 

変形平台 ３尺 ２ 枚 

変形平台 ４尺 ２ 枚 

平台 ３×６ 15 枚 

平台 ４×６ 15 枚 

平台 ６×６ ９ 枚 

開き足 高足６尺巾 10 本 

開き足 高足４尺巾 17 本 

開き足 高足３尺巾 14 本 

開き足 中足６尺巾 ９ 本 

開き足 中足４尺巾 14 本 

開き足 中足３尺巾 14 本 

箱足     49 個 

金屏風  １ 双 

松羽目  １ 面 

大太鼓  １ 組 

めくり台  １ 本 

人形立  10 本 

木支木  20 本 

紅白幕  ５ 枚 

地がすり  １ 枚 

緋毛せん 2間×1間 ５ 枚 

緋毛せん 1.5間×1間 10 枚 

長座布団 1,818×545 12 枚 

上敷ゴザ 18,180×909 ２ 枚 

上敷ゴザ 3,600×900 23 枚 

上敷ゴザ 3,636×909 ４ 枚 

雪かご 竹製 ３ 個 

オーケストラボックス用階段  ２ 板 

所作台  23 板 

花道所作台  ２ 板 

花道所作台 変形 １ 板 

回転椅子 ガス上下式 コクヨＣＲ－Ｆ50 ２ 脚 

マイクロホン ＳＭ－５７ 12 台 

マルチケーブル ８チャンネル １ 台 

マイクロホン スイッチ付 ＳＭ－565SD ２ 台 

マイクロホン ＳＭ－58 ２ 台 

マイクロホン Ｃ－38Ｂ ３ 台 
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ミラーボール 径450 １ 組 

スポットライト CX － 8M2 、 CL26 、 FR24 、

SS10、SVS5 

65 台 

クセノンピンスポット  １ 台 

エフェクトスポット  １ 台 

スポットライト ＦＸ-８Ⅱ、SVS61 61 台 

ファイヤーエフェクト ＭＦＥ－２ １ 台 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰスポットライト  Ｐ１Ｓ １ 台 

エフェクトマシン ＭＤＥ １ 台 

波マシン  ３ 台 

ストロボスコープ  １ 台 

パワーアンプ ＷＰ－9220 １ 台 

椅子 ﾎｳﾄｸ レニアＣＴ531Ｂ ２ 脚 

マイクスタンド ｼｮｰﾄﾌﾞｰﾑＳＴ‐259 ９ 台 

アイロンテーブル ＮＪ－Ｔ210－Ｈ ２ 台 

マイクロホン Ｆ730 ４ 台 

スポットライト 松村電機ＣＳ－810 ３ 台 

ピアノ  スタンウェイＤ274 １ 台 

長机 ＫＴ‐Ｓ110Ｔ ６ 脚 

16ミリ映写機 ＥＬＭＯ  １ 台 

長机 ｺｸﾖＫＴＳ110ＲＮ ４ 脚 

分煙機 ﾘｺｰｴｱｰﾒｲﾄＡＳ172Ｓ  ２ 台 

フェーダーボックス ＴＯＣ‐100 １ 台 

スピーカー ＰＳ15 １ 組 

ケーブルチェッカー ＨＯＳＡ １ 台 

パワーアンプ ＵＮＩ-ＰＥＸ ＢＸ-120 １ 台 

ミキサー 12チャンネル ＲＡＭＳＡ １ 台 

ミキサー ８チャンネル ＲＡＭＳＡ ２ 台 

スピーカー Ａ200 ４ 台 

スピーカー Ａ80 ２ 個 

長机 白 コクヨ ７ 脚 

椅子 白 コクヨ 21 脚 

座机 チトセ ５ 脚 

介錯棒 アルミ製  １ 本 

回転椅子  TOYO STEEL １ 脚 

回転椅子  コクヨ ２ 脚 

保管庫 コトブキ   １ 本 

保管庫 コクヨ   ２ 本 

角テーブル  １ 脚 

ホワイトボード  １ 板 

クセノンピンスポット ウシオ １ 台 

ＭＤレコーダー タスカム ＭＤ－３５０ ２ 台 

テレビ42型（パナソニック） ＴＨ－Ｐ４２Ｘ１Ｅ １ 台 

テレビ20型（パナソニック） ＴＨ－Ｌ２０Ｘ１ １ 台 

展示室仕切りパネル  １ 式 

ワイヤレスマイクシステム一式  １ 式 

クリアカム  １ 式 

マイクロホン Ｃ５３５Ｐ ３ 台 
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 別記２ 日置市伊集院文化会館の施設維持管理業務項目 

 

 (1) 設備関係 

   利用者が快適に利用できる良質な施設、設備を提供するため、設

備・器具等の状態について巡視点検を行い、関係法令に基づく法定検

査等を行うこと。 

番号 業務名 業務内容 

１ 
警備業務 館内の機械警備 閉館時の警備 

 

２ 

清掃業務 館内の清掃 

床面清掃ワックス掛け、 

窓ガラス清掃、 

小便器尿石除去 

日常清掃 

年４回 

年２回 

年１回 

３ 

消防設備点検業務 機能維持のための総合点

検、機器点検、非常電源

の負荷運転の実施 

総合点検年１回 

機器点検年１回 

負荷運転年１回 

４ 
ばいじん等測定業務 大気汚染予防法第 26条に

よるばい煙量の測定 

年２回 

 

５ 

空調機器保守点検業務 冷温水機等保守点検（冷

暖房切替点検整備、運転

期間中の巡回点検）及び

故障時の修理復旧 

集中点検年２回 

通常点検年２回 

６ 
建築設備検査委託業務 建築基準法第 12条の規定

による検査 

年１回 

 

７ 
特殊建築物定期報告業務 

（特殊建築物） 

建築基準法第 12条の規定

による検査 

３年に１回 

８ 

ピアノ保守点検業務 館内設置のピアノの保守

点検及び故障時の修理復

旧 

ＧＰ２台年４回 

ＵＰ１台年２回 

９ 

舞台照明設備の操作及び管理

業務 

貸館事業・自主事業等に

おける舞台照明業務及び

舞台設備・備品の管理 

 

１０ 

舞台音響設備の操作及び管理

業務 

貸館事業・自主事業等に

おける舞台音響業務及び

音響設備・備品の管理 

 

１１ 

舞台照明設備保守点検業務 舞台照明設備・機器の機

能維持のための保守点検

及び故障時の修理復旧 

年３回 

１２ 

舞台音響設備保守点検業務 舞台音響設備・機器の機

能維持のための保守点検

及び故障時の修理復旧 

年２回 

１３ 

舞台吊物設備保守点検業務 舞 台 設 備 機 構 の 機 能 維

持・安全確保のための保

守点検及び故障時の修理

復旧 

年３回 

１４ 
地下タンク漏洩検査委託業務 消防法に基づく漏洩圧力

検査 

年１回 
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別記３ 日置市東市来文化交流センターの施設整備内容 

 

１ 位置図  

           保健センター 

                          至 薩摩川内市 

            日置市役所       

            東市来支所   日置市東市来文化交流センター 

郵便局 

至 いちき串木野市      国道３号        至 鹿児島市 

 

 

 

２ 主たる施設及び設備  

 (1) 施設及び設備の表示 

所在地 日置市東市来町長里3253番地３   

主たる施設 

及び付属施設 
種 類 構 造 数 量 適 用 

ホール施設 

 

駐車場施設 

 

催事場 鉄 骨 鉄 筋 コ ン

クリート造 

 

収容人員 

 603名 

駐 車 場 は 中 央

公民館と併用 

 (2) 設置時期  平成17年11月１日 

 (3) 施設概要    

  ・敷地面積   7,636.21㎡ 

  ・主要施設  鉄骨鉄筋コンクリート造り ４階建（2,912㎡） 

         ホール／収容人員603席 

         舞台／間口16ｍ、奥行11ｍ、高さ９ｍ 

  ・建物概要 

室名 部屋数 備考 

楽屋 ３  

親子室・授乳室 各１  

空調機械室 １  

電気室 １  

機械室 １  

照明室・投光室・ピンスポット室 各１  

音響室 １  

ホワイエ １  

トイレ（男女） １  

 

東市来駅  
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３ 備品  

  市からの備品借受明細書 

品名 規格・品質 数量 単位 

平台（４尺×６尺）  W1212×D1818×H121 12 台 

平台（３尺×６尺）  W 909×D 1818×H 121 12 台 

開き足 W 515×D 1818 12 脚 

箱足 W 303×D 333×H 182 29 個 

ひな段用階段 W 1212×2段 ２ 台 

演台 W 1800 １ 式 

司会者台 W700 １ 台 

国旗・市旗 W1200×D800 １ 式 

金屏風 W2424×D727×６曲 １ 双 

ツカミ金具 W68×D30×H24 80 個 

緋毛氈 H1818×D9090 ２ 枚 

緋毛氈 H1818×D3636 ６ 枚 

長座布団 W545×D1818 ６ 枚 

姿見 W520×D1818 １ 台 

上敷 W878×D18000 ４ 枚 

上敷 W878×D9000 ４ 枚 

上敷 W878×D3636 ５ 枚 

地絣り W18000×D9000 ２ 枚 

紗幕（黒） W18000×D9800 １ 枚 

高座用座布団 W760×D750 １ 枚 

平台運搬車４×６ W1212×D1818×H121 １ 台 

平台運搬車３×６ W909×D1818×H121 １ 台 

開き足運搬車 W700×D1900 １ 台 

運搬車 W600×D900 ２ 台 

高所作業台 W740×D5300×H1900 １ 台 

脚立 H3600 １ 台 

介錯棒 L3441～7000 ２ 本 

指揮者台 W970×D1090×H150 １ 台 

指揮者用譜面台 W760×D520×H1030～1550 １ 台 

演奏者用譜面台 W510×H650～1245 49 台 

譜面台用運搬車 W660×D1730×H1200 ３ 台 

演奏者用椅子 座高445 70 脚 

椅子用運搬車 W616×D968 ４ 台 

コントラバス用椅子  ２ 脚 

ケーブルボックス W600×D430×H310 16 台 

背付ピアノ椅子 トムソン椅子№５ ２ 脚 

プログラムスタンド W313×H1515 １ 台 

ピアノ スタインウェイ D-274 １ 台 

ピアノ運搬車 カワイ KGC-6 １ 台 

除湿機 三菱 MJ-100WX １ 台 

プロジェクター エイキ LC-XT3D １ 台 

プロジェクター エプソンEB-2155W １ 台 

親子室観覧席 HL-PSP1221RL ８ 席 

【音響操作卓】    

ミキシングコンソール M2500-24 １ 台 

パワーサプライ PW3000MA １ 台 

手元灯り 12X-HI ２ 台 
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専用置台 MXS814 １ 台 

【周辺機器ワゴン】    

CDプレイヤー CD-01U １ 台 

カセットデッキ 112MKII １ 台 

MDデッキ MD-350 １ 台 

マルチエフェクトプロセッサー SPX-2000 １ 台 

ワゴン本体 RK20UA １ 台 

【入出力パッチ架】    

ワイヤレス受信機４波用 WX-4040B １ 台 

ワイヤレスチューナーユニット WX-D4000A ２ 台 

ワイヤレス受信機２波用 WX-40２0B １ 台 

チューナーユニット WX-D4000A １ 台 

ダイバシティワイヤレス混合分配器 WX-4910 １ 台 

インターカム電源部 PS-464 １ 台 

開演ブザーユニット AR-3000 １ 台 

スマートメディアアダプター SMA-1 １ 台 

グラフィックイコライザー Q2031B ４ 台 

音声分配器 DA6 １ 台 

電源制御ユニット WU-L61 １ 台 

キャビネットラック AVS42-6320B １ 台 

【電力増幅器】    

スピーカープロセッサー PS15TDMK2 ２ 台 

コンプレッサー/リミッター MX30 １ 台 

パワーアンプA P3500S ３ 台 

パワーアンプB P2500S １ 台 

パワーアンプC XH150 ２ 台 

パワーアンプD P4050 １ 台 

カメラ駆動ユニット WV-PS15 １ 台 

TV変聴器 MOD-501 １ 台 

映像分配器 WJ-300C １ 台 

電源制御ユニット WU-L67 ２ 台 

キャビネットラック AVS42-6320B １ 台 

【舞台袖音響調整卓】    

ミキシングコンソール GA24/12 １ 台 

CDプレーヤー CD-01U １ 台 

カセットデッキ 112MKⅡ １ 台 

MDデッキ MD-350 １ 台 

モニタースピーカ MS101Ⅱ ２ 台 

電源制御ユニット WU-L61 １ 台 

【プロセニアムスピーカ】    

遠距離用スピーカ PS15 １ 台 

近距離用スピーカ PS15 １ 台 

【サイドスピーカ】    

２ウェイミッドハイスピーカ PS15 ４ 台 

【サイドフィルスピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ SX300 ２ 台 

スタンド 200T ２ 台 

【ステージフロントスピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ S-40 ２ 台 

【音響モニタースピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ S-40 ２ 台 
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【調光モニタースピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ S-40 １ 台 

【フォローピンスポット室モニタースピーカ】     

２ウェイフルレンジスピーカ S-40 １ 台 

【親子室スピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ WS-A10T-K ２ 台 

アッテネータ WZ-VC130 １ 台 

【映写室スピーカ】    

２ウェイフルレンジスピーカ S-40 １ 台 

【ホワイエ系スピーカ】    

シーリングスピーカ S5 ６ 台 

【楽屋系スピーカ】    

壁掛けスピーカ 木製５W WS-2050A ３ 台 

アッテネータ WZ-VC106 ３ 台 

【楽屋前･ステージ後部廊下系スピーカ】     

シーリングスピーカ WS-6600A ４ 台 

スピーカパネル16cm丸型 WS-6550 ４ 台 

【トイレ系スピーカ】    

シーリングスピーカ WS-6600A ２ 台 

スピーカパネル16cm丸型 WS-6550 ２ 台 

【管理室系スピーカ】    

シーリングスピーカ WS-6600A １ 台 

スピーカパネル16cm丸型 WS-6550 １ 台 

アッテネータ WZ-VC106 １ 台 

フロアマイクコンセント WZ-862 １ 台 

【エアモニターマイクロホン】    

マイクロホン AT4049a １ 台 

ショックマウント AT8410a １ 台 

壁掛用ワイヤレスアンテナ WX-4950A ４ 台 

【マイク・マイクスタンド関係】    

ワイヤレスマイクロホン ハンド型 WX-4212B ４ 本 

ワイヤレスマイクロホン タイピン型 WX-4300B ２ 台 

ワイヤレスマイクロホン ハンド型 WX-4100B(改正電波法対応型) ４ 本 

ワイヤレスマイクロホン タイピン型 WX-4300B(改正電波法対応型) ２ 台 

ダイナミックマイクロホンA SM58SE ２ 本 

ダイナミックマイクロホンB SM58-LCE ４ 本 

ダイナミックマイクロホンC SM57-LCE ４ 本 

演台用コンデンサーマイクロホン LM-300AL ２ 本 

同上用スタンド AT8655 ２ 台 

ブーム型マイクスタンド ST210/2 ８ 台 

ストレート型マイクスタンド ST200 ４ 台 

グースネック型卓上マイクスタンド DS-41K ２ 台 

【インターカムシステム】    

リモートステーション KB-211 ２ 台 

ポータブルボックス V-BOX ２ 台 

ベルトパック RS-501 ６ 台 

ヘッドセット CC-100 ８ 台 

コンセント WP-2 ６ 台 

コンセント WP-6 ２ 台 

【ケーブル関連】    

マイクケーブル20ｍ EC20 ４ 本 
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マイクケーブル15ｍ EC15 ４ 本 

マイクケーブル10ｍ EC10 ４ 本 

16chマルチケーブル 16C10-M2 １ 本 

16chパラボックス 16J12F2 １ 台 

スピーカケーブル10ｍ SC10-S8-NLSB ２ 本 

パッチケーブル１ｍ EC01 ５ 本 

パッチケーブル0.5ｍ EC005 18 本 

パッチケーブル0.3ｍ EC003 58 本 

パッチケーブル0.3ｍ SC003-S6-NL-SB 20 本 

【センターカメラ】    

カメラ本体 WV-CP180 １ 台 

バリフォーカスレンズ WV-LZA61/2 １ 台 

【14型映像モニター】    

14型カラーモニター WV-CM1420 ３ 台 

テレビハンガー TVW-104 ２ 台 

ロアーホリゾンライト QCL5-500W8L-4CD 64 灯 

同上延長コード 3ｍ CBL-C3C3-3 ４ 本 

同上延長コード 1ｍ CBL-C3C3-1 ８ 本 

ボーダーライト BC-150W9L １ 列 

第１サスペンションライト CSQ-1000W ３ 台 

第１サスペンションライト FQB-1000WS1 20 台 

第２サスペンションライト CSQ-1000W ２ 台 

第２サスペンションライト FQB-1000WS1 20 台 

第３サスペンションライト CSQ-1000W ４ 台 

第３サスペンションライト FQB-1000WS1 20 台 

アッパーホリゾンライト QCU5-500W 64 台 

フロントサイドライト（上手） CSQ-1000W 17 台 

フロントサイドライト（下手） CSQ-1000W 15 台 

シーリングライト LNC2-400-1500W 24 台 

センターピンスポットライト XPS2008SR ２ 台 

移動器具 CSQ-1000W 11 台 

同上用スタンド  12 本 

ディスクマシン VSD2 １ 台 

エフェクトスポットライト EPD2-1000W １ 台 

波マシーン NAE2-1000W ２ 台 
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別記４ 日置市東市来文化交流センターの施設維持管理業務項目  

 

 (1) 設備関係 

   利用者が快適に利用できる良質な施設、設備を提供するため、設

備・器具等の状態について巡視点検を行い、関係法令に基づく法定検

査等を行うこと。 

番号 業務名 業務内容 

１ 

ピアノ保守点検業務 館内設置のピアノの保

守点検及び故障時の修

理復旧 

年4回 

２ 

舞台照明設備保守点検業務 舞台照明設備・機器の

機能維持のための保守

点検及び故障時の修理

復旧 

年2回 

 

３ 

舞台吊物設備保守点検業務 舞台設備機構の機能維

持・安全確保のための

保守点検及び故障時の

修理復旧 

年2回 

４ 

舞台音響設備保守点検業務 舞台音響設備・機器の

機能維持のための保守

点検及び故障時の修理

復旧 

年2回 

５ 

舞台照明設備の操作及び管理

業務 

貸館事業・自主事業等

における舞台照明業務

及び舞台設備・備品の

管理 

 

６ 

舞台音響設備の操作及び管理

業務 

貸館事業・自主事業等

における舞台音響業務

及び音響設備・備品の

管理 

 

７ 

地下タンク漏洩検査委託 

業務 

消防法に基づく漏洩圧

力検査 

 

年１回 

８ 

清掃業務 館内の清掃 

床面清掃及びワックス

塗布 

窓ガラス清掃 

小便器尿石除去 

日常清掃 

年４回 

 

年1回 

年1回 
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別記５  保有個人情報の取扱いに係る特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 指定管理者は、機密情報（本業務仕様書等に基づき相手方から提

供を受ける技術情報及び行政の運営上の情報等で、秘密である旨を示さ

れたもの。以下同じ。）及び保有個人情報（個人に関する情報であって、

特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することによ

り、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をい

う。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、文化施設の管理運営業務

（以下「指定管理業務」という。）を行うに当たっては、個人の権利利

益を害することのないよう、保有個人情報の取扱いを適正に行わなけれ

ばならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 指定管理者は、指定管理業務に関して市から提供を受けた機密情

報及び知り得た個人情報を他に漏らし、又は盗用してはならない。指定

期間が終了し、又は指定管理者の指定取消後においても同様とする。 

 

（収集の制限） 

第３条 指定管理者は、指定管理業務を行うために個人情報を収集すると

きは、その業務の目的を明確にし、目的を達成するために必要な範囲内

で、適法かつ適正な方法により行わなければならない。  

 

（目的外利用及び提供の制限） 

第４条 指定管理者は、指定管理業務に関して市から提供を受けた機密情

報及び知り得た個人情報を指定管理業務の目的にのみ利用するものとし、

指定期間中はもとより指定の取消し又は指定期間が終了した後といえど

も、他者へ提供若しくは譲渡し、又は自ら用いる場合であっても他の目

的に利用してはならない。ただし、市の指示又は承諾を得たときは、こ

の限りでない。 

 

（適正管理） 

第５条 指定管理者は、指定管理業務に関して市から提供を受けた機密情
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報及び知り得た個人情報について、漏えい、滅失及び毀損の防止その他

適正な管理のため、善良なる管理者の注意義務をもって必要な措置を講

じなければならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第６条 指定管理者は、市の承諾があるときを除き、指定管理業務を行う

ため市から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複

製してはならない。 

 

（返却及び破棄） 

第７条 指定管理者は、指定期間が終了したとき、相手方の求めがあった

とき、又は指定管理業務の履行のために必要がなくなったときには、市

の指示に従い、市から提供を受けた機密情報が記録された資料等及び市

から提供を受け、又は自ら収集し、若しくは作成した個人情報が記録さ

れた資料等を直ちに市に返還し、若しくは引き渡し、又は破棄するもの

とする。この場合において、市から提供を受け、又は自ら収集し、若し

くは作成した資料等が電子文書又は電磁的記録による場合の返却及び破

棄処分の方法に関しては、市及び指定管理者が協議の上決定するものと

する。 

 

（文書等の取扱い） 

第８条 指定管理者は、機密情報又は保有個人情報が記録された紙文書及

び電子媒体等の取扱いに当たり、特に次の各号に留意しなければならな

い。 

 (1) 保管場所を定め、施錠して保管し、保管場所からの搬出及び授受

に関しては管理記録を整備すること。 

 (2) 保管及び管理するためのシステムに対するアクセスを監視及び記

録すること。 

 (3) 保存、参照、更新、複写及び廃棄の日時並びに実施者を記録する

ログを取得し、保存すること。 

 (4) 更新履歴（削除した内容・追加入力した内容等をいう。）を確認

できること。 

 (5) 盗難、漏えい及び改ざんを防止する適切な措置を講ずること。 
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 (6) 取り扱うことのできる職員又は従業員等の履行補助者の範囲、作

業責任区分等を明確にすること。 

 (7) 事故報告等緊急時の対応措置を明確にすること。 

 (8) バックアップを定期的に行い、機密文書及びそのバックアップに

対して定期的に保管状況及びデータ内容の正確性について点検を行

うこと。 

 (9) 出力に必要な電子計算機、プログラム、通信関係装置、ディスプ

レイ、プリンタ等を備え付け、必要な場合には電子文書等をディス

プレイの画面又は書面に出力することができるようにすること。  

(10) 安全な輸送に必要な体制（輸送車の種別、必要とされる人員、警備

体制等をいう。）を整備すること。 

２ 指定管理者は、市の事前の書面による同意がある場合又は法令により

提供を求められた場合（事前に市の承諾を得た場合に限る。）を除き、

機密情報又は保有個人情報を他の第三者に提供、公表及び配布をしては

ならない。 

 

（意見聴取） 

第９条 市及び指定管理者は、法令（情報公開条例を含む。）に基づき相

手方の機密情報が記載された文書の提供又は提出の請求がなされた場合

には、法令の趣旨にのっとり、提供又は提出に関し、相手方に対し意見

を述べる機会又は意見書を提出する機会を設ける等、提供又は提出に係

る手続上の保障を与えるものとする。 

 

（知的財産権） 

第10条 指定管理者は、市が行う機密情報の提供は、指定管理者に対して

現在又は今後、所有又は管理するいかなる特許権、商標権その他の知的

財産権の使用権及び実施権を付与するものでないことを確認する。  

 

（対象外） 

第11条 市及び指定管理者は、次の各号に該当する情報を、機密情報とし

て扱わないことを確認する。ただし、機密情報に該当しないことはこれ

を主張する側において明らかにしなければならないものとする。  

 (1) 提供時点で既に公知であった情報又は既に保有していた情報 
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 (2) 提供後、受領者の責めに帰すべからざる事由により公知となった情

報 

 (3) 正当な権限を有する第三者から適法に入手した情報 

 (4) 機密情報を利用することなく独自に開発した情報 

 (5) 保持義務を課すことなく第三者に提供した情報 

２ 保有個人情報の取扱いにおいては、市及び指定管理者に前項の規定は

適用されない。 

 

（従事者への周知） 

第12条 指定管理者は、指定管理業務に従事する者に対して、在職中及び

退職後においても当該業務に関して知り得た機密情報及び保有個人情報

を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと、その他

保有個人情報の保護及び情報セキュリティの確保に関し必要な事項を周

知させなければならない。 

 

（調査） 

第13条 市は、必要があると認めるときは、指定管理者が処理する指定管

理業務に係る機密情報及び保有個人情報の取扱い状況について、随時調

査することができる。 

 

（事故報告） 

第14条 指定管理者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずる

おそれのあることを知ったときは、速やかに市に報告し、市の指示に従

うものとする。 


